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労
働
組
合
の
推
定
組
織
率
が
ま
た
低
下
し

た
。
厚
生
労
働
省
が
昨
年
一
二
月
一
七
日
に

公
表
し
た
平
成
二
六
年
の
「
労
働
組
合
基
礎

調
査
」
結
果
で
、推
定
組
織
率
は
前
年
を
〇
・

二
㌽
下
回
る
一
七
・
五
％
と
な
っ
た
。
労
働

組
合
員
数
は
九
八
四
万
九
〇
〇
〇
人
で
、
前

年
よ
り
二
万
六
〇
〇
〇
人
の
減
少
。
推
定
組

織
率
の
低
下
は
四
年
連
続
と
な
る
。

パ
ー
ト
の
組
織
率
は
六
・
七
％
に
上
昇

　

調
査
は
、
毎
年
六
月
三
○
日
現
在
の
組
織

状
況
等
に
つ
い
て
七
月
に
実
査
し
、
集
計
し

て
い
る
も
の
。
そ
れ
に
よ
る
と
、
単
一
労
働

組
合
数
は
二
万
五
二
七
九
組
合
で
、
前
年
よ

り
二
五
三
組
合
（
一
・
〇
％
）
減
少
し
た
。

ま
た
、
労
働
組
合
員
数
は
九
八
四
万
九
〇
〇

〇
人
で
、
前
年
比
二
万
六
〇
〇
〇
人
（
〇
・

三
％
）
の
減
少
と
な
っ
た
。
一
方
、
雇
用
者

数
（
総
務
省
「
労
働
力
調
査
」
の
六
月
分
原

数
値
）
は
四
六
万
人
増
の
五
六
一
七
万
人
で
、

結
果
と
し
て
、
雇
用
者
数
に
占
め
る
労
働
組

合
員
数
の
割
合
を
示
す
推
定
組
織
率
は
一

七
・
五
％
と
、
前
年
（
一
七
・
七
％
）
よ
り

〇
・
二
㌽
低
下
し
た
。

　

こ
う
し
た
結
果
を
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者

に
つ
い
て
み
る
と
、
労
働
組
合
員
数
（
単
位

労
働
組
合
）
は
九
七
万
人
と
な
り
、
前
年
よ

り
五
万
六
〇
〇
〇
人
（
六
・
二
％
）
増
加
し

た
。全
労
働
組
合
員
数
に
占
め
る
割
合
は
九
・

九
％
で
、
一
割
台
が
目
前
に
迫
る
。
推
定
組

織
率
は
六
・
七
％
と
な
り
、
前
年
よ
り
〇
・

一
㌽
上
昇
し
て
過
去
最
高
を
更
新
し
た
。

　

ま
た
、
こ
れ
に
伴
い
、
女
性
の
労
働
組
合

員
数
は
三
〇
五
万
四
〇
〇
〇
人
と
、
前
年
よ

り
二
万
人
（
〇
・
七
％
）
増
加
し
た
。
一
方
、

女
性
の
雇
用
者
数
は
前
年
比
四
〇
万
人
増
の

二
四
四
四
万
人
で
、
推
定
組
織
率
は
一
二
・

五
％
と
前
年
を
〇
・
一
㌽
下
回
っ
た
。

産
業
構
造
の
変
化
等
が
影
響

　

組
合
員
は
、
ど
こ
で
減
少
し
た
の
だ
ろ
う

か
。
労
働
組
合
員
数
（
単
位
労
働
組
合
）
の

内
訳
を
産
業
別
に
み
る
と
、「
製
造
業
」
が
全

体
の
二
六
・
九
％
、「
卸
売
業
、
小
売
業
」
が

一
三
・
一
％
、「
公
務
（
他
に
分
類
さ
れ
る
も

の
を
除
く
）」
が
九
・
一
％
な
ど
と
多
く
、

こ
れ
ら
で
約
半
数
を
占
め
て
い
る
。
対
前
年

差
を
み
る
と
、
減
少
幅
が
大
き
か
っ
た
産
業

は
「
公
務
（
同
）」（
二
・
〇
％
減
）
や
「
製

造
業
」（
一
・
三
％
減
）
な
ど
。
こ
れ
に
対
し
、

増
加
幅
が
大
き
か
っ
た
の
は
「
宿
泊
業
、
飲

食
サ
ー
ビ
ス
業
」（
一
〇
・
九
％
増
）
や
「
卸

売
業
、
小
売
業
」（
二
・
〇
％
増
）
な
ど
で
、

産
業
構
造
の
変
化
等
の
影
響
が
窺
え
る
。

　

同
様
に
、
労
働
組
合
員
数
の
内
訳
を
規
模

別
に
み
る
と
、「
一
〇
〇
〇
人
以
上
」が
六
四
・

三
％
と
抜
き
ん
出
て
多
く
、こ
れ
に「
三
〇
〇

～
九
九
九
人
」が
一
四
・
〇
％
と
続
き
、こ
れ

ら
で
八
割
弱
に
の
ぼ
る
。
対
前
年
差
を
み
る

と
、「
一
〇
〇
〇
人
以
上
」
が
〇
・
九
％
増
と

な
る
一
方
、「
三
〇
〇
～
九
九
九
人
」で
は
二
・

〇
％
減
と
減
少
幅
が
大
き
く
な
っ
て
い
る
。

連
合
は
前
年
比
五
〇
〇
〇
人
の
増
加

　

ま
た
、
産
業
別
組
織
を
通
じ
て
加
盟
し
て

い
る
主
要
団
体
別
に
労
働
組
合
員
数
（
単
一

労
働
組
合
）
を
み
る
と
、「
連
合
」（
日
本
労
働

組
合
総
連
合
会
）
が
六
七
一
万
一
〇
〇
〇
人

で
、
前
年
よ
り
五
〇
〇
〇
人
（
〇
・
一
％
）

増
加
し
た
。
一
方
、「
全
労
連
」（
全
国
労
働
組

合
総
連
合
）
は
五
七
万
九
〇
〇
〇
人
で
同
一

万
三
〇
〇
〇
人
（
二
・
二
％
）
の
減
少
。「
全

労
協
」（
全
国
労
働
組
合
連
絡
協
議
会
）
も
一

〇
万
五
〇
〇
〇
人
と
、同
四
〇
〇
〇
人
（
三
・

七
％
）
の
減
少
と
な
っ
て
い
る
。

　

こ
れ
に
都
道
府
県
単
位
の
地
方
組
織
に
直

加
盟
し
て
い
る
労
働
組
合
員
数
を
含
め
る
と
、

連
合
は
六
八
四
万
六
〇
〇
〇
人
と
前
年
に
比

べ
て
二
〇
〇
〇
人
増
加
し
た
。他
方
、全
労
連

は
八
一
万
七
〇
〇
〇
人
で
前
年
比
一
万
人
の

減
少
。
全
労
協
も
一
二
万
二
〇
〇
〇
人
で
、

同
三
〇
〇
〇
人
の
減
少
と
な
っ
て
い
る
。

　

そ
の
う
え
で
、
産
業
別
組
織
で
み
る
と
、

連
合
傘
下
で
は
「
Ｕ
Ａ
ゼ
ン
セ
ン
」
の
増
加

幅
が
大
き
く
、
前
年
差
六
万
六
〇
〇
〇
人
増

の
一
四
六
万
六
〇
〇
〇
人
と
な
っ
た
。
一
方
、

減
少
幅
が
大
き
い
の
は
、「
電
機
連
合
」（
前
年

よ
り
一
万
七
〇
〇
〇
人
減
少
の
六
一
万
八
〇

〇
〇
人
）
や
、「
自
治
労
」（
一
万
一
〇
〇
〇
人

減
少
の
八
二
万
人
）
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の

ほ
か
、「
日
教
組
」（
九
〇
〇
〇
人
減
）
や
「
情

報
労
連
」（
八
〇
〇
〇
人
減
）、「
生
保
労
連
」

（
六
〇
〇
〇
人
減
）
な
ど
の
減
少
も
目
立
つ
。

全
労
連
傘
下
で
は
「
日
本
医
労
連
」
が
一
〇

〇
〇
人
増
の
一
五
万
二
〇
〇
〇
人
と
な
る
一

方
、「
全
教
」
は
五
〇
〇
〇
人
減
と
な
っ
た
。

「
総
力
を
挙
げ
て
組
織
拡
大
に
取
り
組
む
」

　

労
働
組
合
の
推
定
組
織
率
を
め
ぐ
っ
て
は
、

昭
和
二
四
年
（
一
九
四
九
年
）
に
過
去
最
高

の
五
五
・
八
％
を
つ
け
て
以
降
、
昭
和
二
八

年
（
一
九
五
三
年
）
に
三
割
台
、
三
〇
年
後

の
昭
和
五
八
年
（
一
九
八
三
年
）
以
降
は
二

割
台
に
乗
せ
、
さ
ら
に
二
〇
年
後
の
平
成
一

五
年
（
二
〇
〇
〇
三
年
）
に
は
二
割
を
割
り

込
む
な
ど
、
雇
用
者
数
の
増
加
傾
向
と
相
対

す
る
形
で
長
期
的
な
低
落
傾
向
を
辿
っ
て
き

た
。
労
働
組
合
員
数
は
二
〇
一
一
年
に
一
〇

〇
〇
万
人
を
切
り
、
推
定
組
織
率
は
こ
の
半

世
紀
で
半
減
し
た
形
で
あ
る
。

　

連
合
は
一
八
日
、「
労
働
組
合
員
数
の
減
少

傾
向
に
歯
止
め
が
か
か
ら
な
い
こ
と
は
極
め

て
残
念
」
と
す
る
一
方
、「
労
働
組
合
員
数
が

減
少
す
る
な
か
、
連
合
あ
げ
て
の
懸
命
な
組

織
拡
大
の
取
り
組
み
に
よ
り
、
か
ろ
う
じ
て

組
合
員
数
を
維
持
・
増
加
さ
せ
て
い
る
」
と

指
摘
。「
引
き
続
き
一
〇
〇
〇
万
連
合
実
現
の

旗
を
掲
げ
、
組
織
の
総
力
を
挙
げ
て
組
織
拡

大
に
取
り
組
ん
で
い
く
」な
ど
と
す
る
、神
津

里
季
生
・
事
務
局
長
の
談
話
を
発
表
し
た
。

　

ま
た
、
全
労
連
も
井
上
久
・
事
務
局
長
の

談
話
を
発
表
。「
労
働
組
合
員
の
減
少
は
、

正
規
労
働
者
の
減
少
と
非
正
規
労
働
者
の
増

加
が
大
き
な
要
因
。
製
造
業
の
減
少
は
グ

ロ
ー
バ
ル
大
企
業
の
海
外
進
出
の
強
ま
り
が
、

公
務
の
減
少
は
民
営
化
、
非
常
勤
職
員
の
増

加
等
に
よ
る
人
員
定
員
の
減
少
が
そ
の
主

因
」
な
ど
と
指
摘
し
た
。（
調
査
・
解
析
部
）
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推
定
組
織
率
が
過
去
最
低
の
一
七
・
五
％
に
低
下




